
2012（平成 24）年 12月 27日　発行　　　　　　　　　　　　　　　　　広報とちぎ　１月号 2

宅地建物取引業免許 栃木県知事 第 号

○将来都市像
　合併時に策定した「新市まちづくり計画」や市民の方から寄せられた
まちづくりのキーワードなどを踏まえながら将来都市像を設定し、市民
と行政が一体となってまちづくりに取り組んでいくための目標として共
有していきます。また、将来都市像を分かりやすく言い表し、市民が口
ずさむことができる合言葉として、基本構想のキャッチフレーズを併せ
て設定しました。

○人口の見通し

○まちづくりの体系

○財政の見通し
　現行の行財政制度に基づき、計画に掲げた各種事業を実施すると仮定
し、今後 10 年間の歳入・歳出を推計すると、歳出が歳入を上回る厳し
い財政運営が続くことが見込まれます。
　こうした厳しい財政状況のなか、将来にわたり持続可能な行財政運営
を実現するため、総合計画、行政改革大綱、行政評価・事務事業評価シ
ステム、予算配分を連動させる新たな仕組みを取り入れることで収支均
衡型の財政運営を図っていきます。

○行政改革大綱・財政自立計画を策定しました！

●財政の見通し
　…歳入・歳出の項目ごとに、本市の将
来人口や今後の事業などを勘案し、平成
25 年度から平成 34 年度までの財政見
通しについて一般会計を推計したもの

［折れ線グラフ］
　…行政改革などを実施する前の歳出に
おける財政推計

［棒グラフ］
　…行政改革などを実施した後の歳入・
歳出における財政推計

　時代の潮流や合併後の課題、市民満足度調査結果等を踏まえて、優先
的に取り組むべき施策の重要度を考慮し、総合計画における７つの基本
方針と市民満足度調査結果等から関心の高いキーワードを整理し、組織
機構を超えて横断的に取り組む３つのプロジェクトを設定します。

　市は、今後５年間（平成 25 年～同 29 年）の 行財政改革 の「指針」
となる行政改革大綱・財政自立計画を策定しました。
　本大綱・自立計画では、４つの基本の柱を大きな目的に、10 の手段、
85 の取組を実施する予定です。

（詳しくは、市ホームページをご覧ください。）

栃木市総合計画

　将来人口については、本市で暮らす人や本市を訪れる人々を「まちづ
くり人口」と捉え、生活基盤整備などの面で重要な指標となる「定住人
口」と活力や賑わいの目安となる「交流人口」の目標値を設定します。

まちづくり人口の目標値［定住人口］135,000 人
　　　（平成 34 年）　　　［交流人口］     31,000 人

　　　　　　　（１日当たり）

　健全な財政基盤の確立　Ⅰ歳入の確保（18 取組）
　　　　　　　　　　　　Ⅱ支出の抑制（７取組）

　協働と参画の推進　　　Ⅰ協働と参画（13 取組）
　　　　　　　　　　　　Ⅱ透明性と信頼性の確保（９取組）

　効果的な行政運営　　　Ⅰ組織の効率化（４取組）
　　　　　　　　　　　　Ⅱ業務の改善（16 取組）
　　　　　　　　　　　　Ⅲ職員の資質の向上（６取組）
　　　　　　　　　　　　Ⅳ新市一体感の醸成（４取組）

　施設、資産の管理活用　Ⅰ施設資産の管理（５取組）
　　　　　　　　　　　　Ⅱ施設資産の活用（３取組）
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●　行政改革大綱・財政自立計画の体系

●都市将来像

●キャッチフレーズ

▽総合計画について　　　　　　　　　　　  総合政策課 ☎ 21 ‐ 2403
▽行政改革大綱・財政自主計画について　　  総務課　　 ☎ 21 ‐ 2312
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    財政課　　 ☎ 21 ‐ 2158

◆問合先


